
施策コード 事業名称 部局名 所属名 ページ

22111 消防局管理事務 消防局 総務課 2

22111 職員採用事務 消防局 総務課 3

22111 職員被服貸与事務 消防局 総務課 4

22111 消防長会事務 消防局 総務課 5

22111 消防署所等維持管理業務 消防局 総務課 6

22111 女性消防吏員活躍推進事業 消防局 総務課 7

22111 職員研修事業 消防局 総務課 8

22111 消防施設営繕事業 消防局 総務課 9

29999 消防基金積立事業 消防局 総務課 10

62221 昇任試験事務 消防局 総務課 11
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課等名 担当G 連絡先

課等長名 リーダー 担当

１.事業概要【Plan】

２．事業実施【Do】 会計 款 項 目

人役

３.事業評価（検証・改善）【Check・Action】

単位

目標

実績

日 達成率

目標

実績

達成率

令和5年度　松山市事務事業シート　（令和４年度実績分）

部局等名 消防局 総務課 消防施設担当 926-9213

事業名
消防局管理事務

事業
性質

1-4:自治事務（義務規定あり）
事業
区分

1:直営
22111

部長等名 村尾　尚登 高岡　昌文 上岡　雄地 笠井　規弘

市長公約
政策 安全に暮らせる環境をつくる

施策 消防・救急・救助体制の整備 － － － －

基本目標 生活に安らぎのあるまち【安全・安心】
各種
計画
該当

総合計画
(実施計画)

総合計画
(笑顔プログラム)

総合戦略

目的・背景
【目的】消防総務事務及び消防局全体に作用する庁舎維持管理を行い、円滑な消防業務の取組みを進める。

【背景】松山市消防局の設置

対象・内容

【対象】消防施設及び消防職員

【事業内容】
　　・庁舎維持に必要な各種委託業務の発注
　　・消防車両燃料費の購入
　　・業務に必要な物品のリース　など

一般会計 消防費 消防費 常備消防費

主な取組 消防・救急・救助体制の充実 根拠
法令

消防組織法第６条・松山市消防本部および消防署に関する条
例取組みの柱 体制の強化

28,769

予算
（千円）

事業費計 57,685 64,821 65,353

国費・県費 0 1,599 0

事業費／財源 令和3年度 令和4年度 令和5年度

主な
経費

(千円)
【R4
決算】

需用費

使用料及び賃借料 18,602
市債 0 0 0

その他 150 150 390
役務費 7,233

一般財源 57,535 63,072 64,963

決算
（千円）

事業費計 57,682 66,116

・庁舎維持に必要な各種委託業務の発注
・消防車両燃料の購入
・業務に必要な物品のリース　など

国費・県費 198 1,498

市債 0 0

その他 25 25

一般財源 57,459 64,593

主な
取組
内容
【R4】

正規職員 0.4 0.4 0.4
特記
事項

燃料価格の高騰により燃料費が不足し、流
用したため。

その他 0.3 0.3 0.3

合計 0.7 0.7 0.7

種類
指標名

区分 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和６年度
（最終目標年度）

目標の達成又は未達成要因の分析
（令和４年度）目指す方向性

成果
指標

消防局の機能不全日数
0 0 0 0

施設に異常が生じた場合には、各委託契約
業者や関係課と連携し、速やかに原因究明
を行い、必要な対応をとることができた。

0 0

単年で減 100.0% 100.0%

予定どおり事業を実施できているため。

事業
評価

評価 期待した成果をあげることができた。

理由
業務が円滑に実施できる執務環境を確保するために、必要な消耗品の購入や委託契約の締結等を行い、支障なく庁舎の維持管理が
できた。

課題 特になし
今後の
方向性

現行のまま継続
左記の
理由
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課等名 担当G 連絡先

課等長名 リーダー 担当

１.事業概要【Plan】

２．事業実施【Do】 会計 款 項 目

人役

３.事業評価（検証・改善）【Check・Action】

単位

目標

実績

回 達成率

目標

実績

人 達成率

令和5年度　松山市事務事業シート　（令和４年度実績分）

部局等名 消防局 総務課 人事担当 926-9214

事業名
職員採用事務

事業
性質

1-4:自治事務（義務規定あり）
事業
区分

1:直営
22111

部長等名 村尾　尚登 高岡　昌文 相田　雅敏 一木　数成 石井　直輝

市長公約
政策 安全に暮らせる環境をつくる

施策 消防・救急・救助体制の整備 － － － －

基本目標 生活に安らぎのあるまち【安全・安心】
各種
計画
該当

総合計画
(実施計画)

総合計画
(笑顔プログラム)

総合戦略

目的・背景
地方公務員法に職員の任用は受験成績、人事評価その他の能力の実証に基づいて行わなければならないと規定されており、職員採用試験を
公平・公正に実施するとともに、有能な人材を確保することを目的とする。

対象・内容

【対象】日本国籍を有するほか、採用試験実施要領の資格要件を満たしている者

【事業内容】
１．採用試験実施要領の告示（市役所掲示板、ホームページ、広報誌等）
２．受験の手続き
３．試験（第１次試験～第３次試験）の実施、結果発表
４．第３次試験の合格者を採用候補者名簿に登載

一般会計 消防費 消防費 常備消防費

主な取組 消防・救急・救助体制の充実 根拠
法令

地方公務員法
取組みの柱 体制の強化

724

予算
（千円）

事業費計 1,323 1,274 1,427

国費・県費

事業費／財源 令和3年度 令和4年度 令和5年度

主な
経費

(千円)
【R4
決算】

試験問題等の委託料

試験会場の借上料 260
市債

その他

一般財源 1,323 1,274 1,427

決算
（千円）

事業費計 881 1,106

・松山市消防職員（上級）採用試験の実施
・松山市消防職員（初級）採用試験の実施
・松山市消防局業務説明の実施

国費・県費

市債

その他

一般財源 881 1,106

主な
取組
内容
【R4】

正規職員 0.2 0.2 0.2
特記
事項

その他

合計 0.2 0.2 0.2

種類
指標名

区分 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度
（最終目標年度）

目標の達成又は未達成要因の分析
（令和４年度）目指す方向性

活動
指標

消防職員（上級）採用試
験の実施

1 1 1 1

計画的に実施することができた。

活動
指標

松山市消防局業務説明
の実施

ー ー 7 7

1 1

現状維持 100.0% 100.0%

松山市消防局の業務説明ができるあらゆ
る機会に参加するとともに、市や消防局主
催の業務説明会も開催し、消防業務の魅力
発信ができた。

9 14

現状維持 100.0% 100.0%

引き続き職員採用試験を実施し、消防体制
の充実強化を図る。

事業
評価

評価 期待した成果をあげることができた。

理由 職員採用試験を実施し、よりよい人材を確保することにより、消防・救急・救助体制の充実につながった。

課題 特に無し
今後の
方向性

現行のまま継続
左記の
理由

3



課等名 担当G 連絡先

課等長名 リーダー 担当

１.事業概要【Plan】

２．事業実施【Do】 会計 款 項 目

人役

３.事業評価（検証・改善）【Check・Action】

単位

目標

実績

人 達成率

目標

実績

達成率

令和5年度　松山市事務事業シート　（令和４年度実績分）

部局等名 消防局 総務課 消防施設担当 926-9213

事業名
職員被服貸与事務

事業
性質

1-4:自治事務（義務規定あり）
事業
区分

1:直営
22111

部長等名 村尾　尚登 高岡　昌文 上岡　雄地 笠井　規弘

市長公約
政策 安全に暮らせる環境をつくる

施策 消防・救急・救助体制の整備 － － ○ －

基本目標 生活に安らぎのあるまち【安全・安心】
各種
計画
該当

総合計画
(実施計画)

総合計画
(笑顔プログラム)

総合戦略

目的・背景
【目的】消防吏員の被服などを貸与し、服務規律の確立及び消防業務の円滑化を進め、市民の生命・身体・財産を保護する。

【背景】松山市消防局の設置

対象・内容

【対象】消防職員

【事業内容】
　消防被服の購入、貸与及び補正

一般会計 消防費 消防費 常備消防費

主な取組 消防・救急・救助体制の充実 根拠
法令

消防組織法第16条第2項、松山市消防吏員服制規則、松山市
消防吏員の服制等に関する規程取組みの柱 体制の強化

31,555

予算
（千円）

事業費計 31,583 26,929 34,743

国費・県費 7,169 4,000 9,500

事業費／財源 令和3年度 令和4年度 令和5年度

主な
経費

(千円)
【R4
決算】

需用費

役務費 231
市債 0 0 0

その他 0 0 0

一般財源 24,414 22,929 25,243

決算
（千円）

事業費計 33,789 31,786

消防被服の購入、貸与及び補正

国費・県費 7,563 4,000

市債 0 0

その他 0 0

一般財源 26,226 27,786

主な
取組
内容
【R4】

正規職員 0.4 0.4 0.4
特記
事項

新採用職員の増加により被服購入経費が
不足し、流用したため。

その他 0.1 0.1 0.1

合計 0.5 0.5 0.5

種類
指標名

区分 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和６年度
（最終目標年度）

目標の達成又は未達成要因の分析
（令和４年度）目指す方向性

活動
指標

全消防職員への適正被服
の貸与

457 458 464 464 職員に必要な被服を不足なく貸与すること
ができた。消防活動で被服が毀損した場合
でも、速やかに代替品を貸与するととも
に、修繕の対応ができた。

457 458

現状維持 100.0% 100.0%

予定どおり事業を実施できているため。

事業
評価

評価 期待した成果をあげることができた。

理由
松山市消防吏員の服制等に関する規程等に基づき、必要な被服を貸与できた。また、毀損した被服についても、随時修繕し、職員が
安全に消防活動を実施することができた。

課題 特になし
今後の
方向性

現行のまま継続
左記の
理由
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課等名 担当G 連絡先

課等長名 リーダー 担当

１.事業概要【Plan】

２．事業実施【Do】 会計 款 項 目

人役

３.事業評価（検証・改善）【Check・Action】

単位

目標

実績

回 達成率

目標

実績

回 達成率

事業
評価

評価 期待した成果をあげることができた。

理由
コロナ禍で開催方法が変更された会議等があったが、計画されたもの全てに出席することができ、本事業の目的を果たすことがで
きたため。

課題
コロナ禍を経て、リモート形式やオンデマンド配信での会議、研修が増
えた。便利である半面、連携力強化には対面での技術交流や意見交換
が重要であるため、集合機会の減少を危惧している。

今後の
方向性

現行のまま継続
左記の
理由

消防長が集まる会議4、消防職員が集まる
会議等19を運営し、全国の消防本部との
連携強化に寄与したため。

ー 24

23

技術交流や意見交換には、対面での参加が
必要な要素が多分にあるため、今後も可能
な限り対面を含めた会議等の開催、出席を
計画していく。

現状維持 ー 100.0%

活動
指標

会議・研修運営
ー 24 23

活動
指標

会議・研修等出席
ー 21 18 18

本市以外で開催された会議等に全て参加
し、全国の消防本部と技術交流や情報交換
をすることができた。

ー 20

現状維持 ー 95.2%

種類
指標名

区分 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和5年度
（最終目標年度）

目標の達成又は未達成要因の分析
（令和４年度）目指す方向性

正規職員 0.5 0.5 0.5
特記
事項

その他 0.0 0.0 0.0

合計 0.5 0.5 0.5

決算
（千円）

事業費計 973 1,536

主な
取組
内容
【R4】

・愛媛県、四国、全国の消防本部と情報交換
及び連携強化。
・愛媛県消防長会の運営。
・11月には全国から12消防本部の消防長
が本市に集まり、視察研修と会議を行っ
た。

国費・県費 0 0

市債 0 0

その他 0 57

一般財源 973 1,479

0
941

市債 0 0 0

その他 118 127 105
使用料 18

一般財源 4,118 1,708 1,474

目的・背景

・全国消防長会や一般財団法人全国消防協会の事業を通じて、消防制度・技術の発展や防火防災思想の普及啓発を図る。

全国消防長会・・・全国の消防長で構成される組織であり、全国消防長の意思統一と融和促進を図り、情報交換を行うとともに、消防の制度、
技術等の総合的研究を促進し、日本消防の健全な発展に寄与することを目的に各種研修や会議などを行う団体
一般財団法人全国消防協会・・・全国の消防職員の知識・技術、活動能力の向上及び防火防災思想の普及広報に関する事業を行う団体

対象・内容
・（一財）全国消防協会、全国消防長会、愛媛県消防長会、愛媛県中予地区消防長会へ負担金を支出。
・（一財）全国消防協会や全国消防長会が実施する研修や会議へ職員を派遣し、技能の向上や情報交換を図る。
・愛媛県消防長会の運営。

一般会計 消防費 消防費 常備消防費

事業費／財源 令和3年度 令和4年度 令和5年度

主な
経費

(千円)
【R4
決算】

普通旅費

負担金

577

予算
（千円）

事業費計 4,236 1,835 1,579

国費・県費 0 0

－ － －

基本目標

主な取組 消防・救急・救助体制の充実 根拠
法令

消防組織法第6条、第8条
取組みの柱 体制の強化

1:直営
22111

部長等名 村尾　尚登 高岡　昌文 二村　浩昭 内藤　貴之

生活に安らぎのあるまち【安全・安心】
各種
計画
該当

総合計画
(実施計画)

総合計画
(笑顔プログラム)

総合戦略

事業名
消防長会事務

事業
性質

1-1:自治事務（実施規定なし）
事業
区分

市長公約
政策 安全に暮らせる環境をつくる

施策 消防・救急・救助体制の整備 －

令和5年度　松山市事務事業シート　（令和４年度実績分）

部局等名 消防局 総務課 企画財務担当 926-9104
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課等名 担当G 連絡先

課等長名 リーダー 担当

１.事業概要【Plan】

２．事業実施【Do】 会計 款 項 目

人役

３.事業評価（検証・改善）【Check・Action】

単位

目標

実績

日 達成率

目標

実績

達成率

令和5年度　松山市事務事業シート　（令和４年度実績分）

部局等名 消防局 総務課 消防施設担当 926-9213

事業名
消防署所等維持管理業務

事業
性質

1-4:自治事務（義務規定あり）
事業
区分

1:直営
22111

部長等名 村尾　尚登 高岡　昌文 上岡　雄地 笠井　規弘

市長公約
政策 安全に暮らせる環境をつくる

施策 消防・救急・救助体制の整備 － － － －

基本目標 生活に安らぎのあるまち【安全・安心】
各種
計画
該当

総合計画
(実施計画)

総合計画
(笑顔プログラム)

総合戦略

目的・背景
【目的】消防庁舎の維持管理を行い、円滑な消防業務の取組みを進める。

【背景】市内に整備された消防署、支署等の庁舎を維持管理し、消防業務を円滑に実施するため。

対象・内容

【対象】松山市内に設置されている消防署所などの庁舎及び同庁舎に勤務する職員

【事業内容】
　・庁舎維持に必要な各種委託業務の発注
　・事務用品などの調達
　・光熱水費の支出　など

一般会計 消防費 消防費 常備消防費

主な取組 消防・救急・救助体制の充実 根拠
法令

消防組織法第６条・松山市消防本部および消防署に関する条
例取組みの柱 体制の強化

56,741

予算
（千円）

事業費計 82,526 106,274 123,480

国費・県費 0 0 0

事業費／財源 令和3年度 令和4年度 令和5年度

主な
経費

(千円)
【R4
決算】

需用費

委託料 32,894
市債 0 0 0

その他 1,577 1,348 1,455
役務費 807

一般財源 80,949 104,926 122,025

決算
（千円）

事業費計 77,889 90,625

庁舎維持に必要な各種委託業務の発注
事務用品などの調達
光熱水費の支出　など

国費・県費 0 0

市債 0 0

その他 1,149 1,477

一般財源 76,740 89,148

主な
取組
内容
【R4】

正規職員 0.7 0.7 0.7
特記
事項

その他 0.5 0.5 0.5

合計 1.2 1.2 1.2

種類
指標名

区分 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和６年度
（最終目標年度）

目標の達成又は未達成要因の分析
（令和４年度）目指す方向性

成果
指標

消防署の機能不全日数
0 0 0 0

施設に異常が生じた場合には、各委託契約
業者や関係課と連携し、速やかに原因究明
を行い、必要な対応をとることができた。

0 0

単年で減 100.0% 100.0%

予定どおり事業を実施できているため。

事業
評価

評価 期待した成果をあげることができた。

理由
業務が円滑に実施できる執務環境を確保するために、必要な消耗品の購入や委託契約の締結等を行い、支障なく庁舎の維持管理が
できた。

課題 特になし
今後の
方向性

現行のまま継続
左記の
理由

6



課等名 担当G 連絡先

課等長名 リーダー 担当

１.事業概要【Plan】

２．事業実施【Do】 会計 款 項 目

人役

３.事業評価（検証・改善）【Check・Action】

単位

目標

実績

回 達成率

目標

実績

％ 達成率

令和5年度　松山市事務事業シート　（令和４年度実績分）

部局等名 消防局 総務課 企画財務担当 926-9104

事業名
女性消防吏員活躍推進事業

事業
性質

1-1:自治事務（実施規定なし）
事業
区分

1:直営
22111

部長等名 村尾　尚登 高岡　昌文 二村　浩昭 内藤　貴之

市長公約
政策 安全に暮らせる環境をつくる

施策 消防・救急・救助体制の整備 － － － －

基本目標 生活に安らぎのあるまち【安全・安心】
各種
計画
該当

総合計画
(実施計画)

総合計画
(笑顔プログラム)

総合戦略

目的・背景

【目的】県内の消防本部と連携しながら女性消防職員の採用を積極的に進めるとともに、性別や世代を問わず、全ての職員が働きやすく働き
がいのある職場づくりを目指す。
【背景】平成27年に女性の職業生活における活躍の推進に関する法律が制定され、同法に基づき消防局では平成28年4月から5年間の計画
で「松山市消防局女性職員の活躍推進に関する特定事業主行動計画」を策定し、採用試験の女性受験者数20人以上、女性職員の占める割合
を4.6％以上、毎日勤務職員の平均時間外勤務時間を月28時間以下にする目標を設定し様々な取組を行ってきた。

対象・内容

【対象】消防職員

【事業内容】
県内の女性消防職員が集まり検討会を行うとともに、４機関（自衛隊、海上保安部、警察、消防）の女性職員交流会を開催し、働きやすい環境整
備に努める。

一般会計 消防費 消防費 常備消防費

主な取組 消防・救急・救助体制の充実 根拠
法令

消防組織法第6条、第8条、女性の職業生活における活躍の推
進に関する法律取組みの柱 体制の強化

0

予算
（千円）

事業費計 2,000 0 0

国費・県費 2,000 0 0

事業費／財源 令和3年度 令和4年度 令和5年度

主な
経費

(千円)
【R4
決算】

R4事業予算無し

市債 0 0 0

その他 0 0 0

一般財源 0 0 0

決算
（千円）

事業費計 1,617 0

・自衛隊・海上保安部・警察・消防の「4機関
女性職員交流会」
・ワーキンググループ会議の実施
※事業経費無し。

国費・県費 1,617 0

市債 0 0

その他 0 0

一般財源 0 0

主な
取組
内容
【R4】

正規職員 0.3 0.3 0.3
特記
事項

その他 0.0 0.0 0.0

合計 0.3 0.3 0.3

種類
指標名

区分 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和5年度
（最終目標年度）

目標の達成又は未達成要因の分析
（令和４年度）目指す方向性

活動
指標

ワーキンググループ会議
2 2 2 2

　対面と書面を使い分けて、課題等を計画
的に議論し、事業を前進させることができ
た。

成果
指標

採用試験の女性応募者の
割合

6 6 6 6

2 2

現状維持 100.0% 100.0%

職業体験会の実施や防災関係機関合同就
職説明会への参加のほか、女性活躍に関す
る情報発信などを継続的に行ったため。

4.5 5.9

現状維持 75.0% 98.3%

女性を含めた採用試験受験者数増加に向
けた取組を継続するとともに、女性が活躍
できる職場づくり等を引き続き展開してい
く。

事業
評価

評価 期待した成果をあげることができた。

理由
　ワーキンググループ会議では、令和5年度消防庁女性消防吏員活躍推進モデル事業採択に向けた建設的な意見交換を行うことがで
きたため。
　また、採用試験では、女性の応募者割合は増加しており、これまでの取組みが成果として現れているため。

課題 特になし。
今後の
方向性

現行のまま継続
左記の
理由

7



課等名 担当G 連絡先

課等長名 リーダー 担当

１.事業概要【Plan】

２．事業実施【Do】 会計 款 項 目

人役

３.事業評価（検証・改善）【Check・Action】

単位

目標

実績

回 達成率

目標

実績

回 達成率

令和5年度　松山市事務事業シート　（令和４年度実績分）

部局等名 消防局 総務課 人事担当 926-9214

事業名
職員研修事業

事業
性質

1-4:自治事務（義務規定あり）
事業
区分

1:直営
22111

部長等名 村尾　尚登 高岡　昌文 相田　雅敏 一木　数成 石井　直輝

市長公約
政策 安全に暮らせる環境をつくる

施策 消防・救急・救助体制の整備 － － － －

基本目標 生活に安らぎのあるまち【安全・安心】
各種
計画
該当

総合計画
(実施計画)

総合計画
(笑顔プログラム)

総合戦略

目的・背景
総務省消防庁消防大学校及び愛媛県消防学校等で、高度で専門的な教育を受けることにより、複雑多様化する消防行政の各分野に対応でき
る人材の育成を図るとともに、法令に定められた免許、資格等を取得することを目的とする。

対象・内容

【対象】松山市消防職員

【内容】
１．愛媛県消防学校初任教育を受講する。
２．総務省消防庁消防大学校、愛媛県消防学校等での専科教育等を受講する。
３．関係機関が実施する免許試験、技能講習、特別教育等を受験、受講することにより消防業務に必要な救急救命士、大型自動車、
　　小型移動式クレーン等の資格を取得する。

一般会計 消防費 消防費 常備消防費

主な取組 消防・救急・救助体制の充実 根拠
法令

・地方公務員法、消防組織法、労働安全衛生法
取組みの柱 体制の強化

10,387

予算
（千円）

事業費計 6,559 10,957 13,136

国費・県費

事業費／財源 令和3年度 令和4年度 令和5年度

主な
経費

(千円)
【R4
決算】

研修受講や資格取得にか
かる負担金

研修受講や資格取得にか
かる普通旅費

385
市債

その他 42 34 60

一般財源 6,517 10,923 13,076

決算
（千円）

事業費計 6,470 11,122 ・愛媛県消防学校（初任教育、救助科、
　予防査察科、初級幹部科等）
・消防大学校（火災調査科）
・その他（救急救命士免許取得、大型
　自動車免許取得、小型移動式クレーン
　技能講習受講等）

国費・県費

市債

その他

一般財源 6,470 11,122

主な
取組
内容
【R4】

正規職員 0.2 0.2 0.2
特記
事項

・R4に「職員研修事業」「職員資格取得
 事務」を統合した。
・新採用職員の増加により、消防学校
 入校負担金が増加し流用したため。

その他

合計 0.2 0.2 0.2

種類
指標名

区分 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和６年度
（最終目標年度）

目標の達成又は未達成要因の分析
（令和４年度）目指す方向性

活動
指標

消防職員教養計画策定
1 1 1 1

年度当初に計画を策定し、消防局として年
間を通じて教養研修を実施することができ
た。

活動
指標

各所属からの研修状況
報告（年）

4 4 4 4

1 1

現状維持 100.0% 100.0%

定期的に各所属から報告を求め、計画の実
効性を高めることができた。

4 4

現状維持 100.0% 100.0%

今後も研修機関での研修や資格取得を通
じて消防体制の充実強化を図る。

事業
評価

評価 期待した成果をあげることができた。

理由
総務省消防庁消防大学校、愛媛県消防学校等での専科教育等を受講し、人材育成を図ることで消防・救急・救助体制の充実強化につ
ながるとともに、消防業務に必要な各種資格を取得することができた。

課題 特に無し
今後の
方向性

現行のまま継続
左記の
理由
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課等名 担当G 連絡先

課等長名 リーダー 担当

１.事業概要【Plan】

２．事業実施【Do】 会計 款 項 目

人役

３.事業評価（検証・改善）【Check・Action】

単位

目標

実績

日 達成率

目標

実績

達成率

令和5年度　松山市事務事業シート　（令和４年度実績分）

部局等名 消防局 総務課 消防施設担当 926-9213

事業名
消防施設営繕事業

事業
性質

1-4:自治事務（義務規定あり）
事業
区分

4:工事（工事に伴う設計委託含む）

22111

部長等名 村尾　尚登 高岡　昌文 上岡　雄地 笠井　規弘

市長公約
政策 安全に暮らせる環境をつくる

施策 消防・救急・救助体制の整備 － － ○ －

基本目標 生活に安らぎのあるまち【安全・安心】
各種
計画
該当

総合計画
(実施計画)

総合計画
(笑顔プログラム)

総合戦略

目的・背景
【目的】消防施設（消防庁舎等）の補修や改修をするなど、消防施設全般を維持管理し、消防活動拠点としての機能を維持する。

【背景】市内に整備された消防署、支署等の施設を改修・修繕し、消防業務を円滑に実施するため。

対象・内容 ・消防施設（消防庁舎等）の老朽化に伴い、各種設備の改修工事を行う。

一般会計 消防費 消防費 常備消防費

主な取組 消防・救急・救助体制の充実 根拠
法令

消防組織法第６条
取組みの柱 体制の強化

21,892

予算
（千円）

事業費計 95,398 33,719 45,951

国費・県費 0 0 0

事業費／財源 令和3年度 令和4年度 令和5年度

主な
経費

(千円)
【R4
決算】

工事請負費

需用費 7
市債 26,900 0 9,700

その他 50,900 0 0

一般財源 17,598 33,719 36,251

決算
（千円）

事業費計 91,439 21,899
・南消防署エレベーター設備改修工事
・城東支署エレベーター設備メインロープ他
取替工事
・南消防署　３階南系統空調室外機修繕工
事

国費・県費 0 0

市債 24,100 0

その他 0 0

一般財源 67,339 21,899

主な
取組
内容
【R4】

正規職員 0.5 0.5 0.5
特記
事項

その他 0.1 0.1 0.1

合計 0.6 0.6 0.6

種類
指標名

区分 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度
（最終目標年度）

目標の達成又は未達成要因の分析
（令和４年度）目指す方向性

成果
指標

施設破損等による消防施
設の機能不全日数

0 0 0 0
施設の補修や改修の必要が生じた場合で
も、随時対応し、消防活動の拠点施設とし
ての機能維持ができた。

0 0

単年で減 100.0% 100.0%

予定どおり事業を実施できているため。

事業
評価

評価 期待した成果をあげることができた。

理由 施設の補修や改修の必要が生じた場合でも、随時対応し、消防活動の拠点施設としての機能維持ができた。

課題 特になし
今後の
方向性

現行のまま継続
左記の
理由

9



課等名 担当G 連絡先

課等長名 リーダー 担当

１.事業概要【Plan】

２．事業実施【Do】 会計 款 項 目

人役

３.事業評価（検証・改善）【Check・Action】

単位

目標

実績

回 達成率

目標

実績

達成率

事業
評価

評価 その他

理由
消防業務の遂行には、資器材の更新や営繕事業が必要であり、持続可能な消防行政のために、今後も計画的な資産管理を行わなけ
ればならない。

課題

消防業務の性質上、費用の高額な特殊施設が多く、整備に係る費用捻
出が困難な状況にある。
計画的な消防施設の整備及び財政負担の平準化のために継続した消
防基金の積立が必要である。

今後の
方向性

現行のまま継続
左記の
理由

継続した積立てを行うことで、市民生活に
影響のない財政運営を行うため。

成果
指標

積立回数
1 1 1 1

松山市の収支状況によるが、令和４年度は
積立を行えた。

1 1

現状維持 100.0% 100.0%

種類
指標名

区分 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和６年度
（最終目標年度）

目標の達成又は未達成要因の分析
（令和４年度）目指す方向性

その他

合計 0.1 0.1 0.1

一般財源 200,000 15,000

主な
取組
内容
【R4】

正規職員 0.1 0.1 0.1
特記
事項

一般財源 200,000 15,000 0

決算
（千円）

事業費計 200,000 15,000

　消防施設の計画的な整備に備えるため、
消防基金へ積立を行う。

国費・県費

市債

その他

15,000

予算
（千円）

事業費計 200,000 15,000 0

国費・県費

事業費／財源 令和3年度 令和4年度 令和5年度

主な
経費

(千円)
【R4
決算】

積立金

市債

その他

目的・背景
消防施設の計画的な整備等を行う財源を確保するため、消防基金として積立を行う。
昭和39年4月「消防基金の設置、管理及び処分に関する条例」が施行され、消防施設の計画的な整備等に備えるため、消防基金への積立を
開始した。

対象・内容 消防基金へ積立。

一般会計 消防費 消防費 常備消防費

主な取組 その他 根拠
法令

消防組織法第6条：第8条、消防基金の設置、管理及び処分に
関する条例取組みの柱 その他

市長公約
政策 その他

施策 その他 － － － －

基本目標 生活に安らぎのあるまち【安全・安心】
各種
計画
該当

総合計画
(実施計画)

総合計画
(笑顔プログラム)

総合戦略

事業名
消防基金積立事業

事業
性質

1-1:自治事務（実施規定なし）
事業
区分

1:直営
29999

部長等名 村尾　尚登 高岡　昌文 二村　浩昭 緒方　義昌

令和5年度　松山市事務事業シート　（令和４年度実績分）

部局等名 消防局 総務課 企画財務担当 926-9104
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課等名 担当G 連絡先

課等長名 リーダー 担当

１.事業概要【Plan】

２．事業実施【Do】 会計 款 項 目

人役

３.事業評価（検証・改善）【Check・Action】

単位

目標

実績

回 達成率

目標

実績

回 達成率

令和5年度　松山市事務事業シート　（令和４年度実績分）

部局等名 消防局 総務課 人事担当 926-9214

事業名
昇任試験事務

事業
性質

1-4:自治事務（義務規定あり）
事業
区分

2:委託
62221

部長等名 村尾　尚登 高岡　昌文 相田　雅敏 一木　数成 石井　直輝

市長公約
政策 地方分権社会を推進する

施策 効率的な行財政運営の推進 － － － －

基本目標 市民とつくる自立したまち【自治・行政】
各種
計画
該当

総合計画
(実施計画)

総合計画
(笑顔プログラム)

総合戦略

目的・背景
・職員の能力と適性等の評価を公正に行い、有能な人材の登用と職員のチャレンジ意識の向上を通じて組織の活性化を図ることを目的とする。
・中核市移行をはじめとする地方分権への本格的な取り組みや高度化、多様化する市民ニーズに対応することができる職員を登用するため。

対象・内容

【対象】
＜課長級＞主幹の在職階年数が3年以上の職員
＜主幹＞副主幹の在職階年数が3年以上の職員
＜主査＞主任の在職階年数が4年以上の職員

【事業内容】
＜課長級、主幹＞口述試験、勤務評定を総合的に評価して昇任候補者を決定
＜主査＞主査昇任試験の資格を得るため、検定試験実施
　　　　　　検定試験合格者の中から筆記試験、口述試験、勤務評定を総合的に評価して昇任候補者を決定

一般会計 消防費 消防費 常備消防費

主な取組 職員の資質向上 根拠
法令

地方公務員法、松山市消防職員任用規則
取組みの柱 職員のやる気を引き出す組織風土の醸成

608

予算
（千円）

事業費計 712 681 684

国費・県費

事業費／財源 令和3年度 令和4年度 令和5年度

主な
経費

(千円)
【R4
決算】

試験問題等の委託料

市債

その他

一般財源 712 681 684

決算
（千円）

事業費計 643 608

一般財源 643 608

主な
取組
内容
【R4】

・主査昇任検定試験の実施
・課長級、主幹、主査の昇任候補者名簿試験
の実施

国費・県費

市債

その他

正規職員 0.2 0.2 0.2
特記
事項

その他

合計 0.2 0.2 0.2

種類
指標名

区分 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度
（最終目標年度）

目標の達成又は未達成要因の分析
（令和４年度）目指す方向性

活動
指標

昇任試験（課長級・主幹・主査）
の実施

1 1 1 1

計画的に実施することができた。

活動
指標

主査昇任検定試験
の実施

1 1 1 1

1 1

現状維持 100.0% 100.0%

計画的に実施することができた。1 1

現状維持 100.0% 100.0%

引き続き昇任試験事務を通じて組織の活性
化を図る。

事業
評価

評価 期待した成果をあげることができた。

理由
職員の能力と適性等の評価を公正に行い、有能な人材の登用と職員のチャレンジ意識の向上を通じて組織の活性化を図ることができ
た。

課題 特に無し
今後の
方向性

現行のまま継続
左記の
理由
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